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平成 １６年３月期   決算短信（非連結） 平成１６年５月２４日 

会 社 名 株式会社 長 崎 銀 行 上場取引所 なし 
コ ー ド 番 号 なし 本社所在都道府県 長崎県 
（ＵＲＬ http://www.nagasakibank.co.jp） 
代 表 者   役職名 取締役頭取    氏名 高田 浩司 
問 合 せ 先 責 任 者   役職名 総合企画部長   氏名 廣瀬 穂積   ＴＥＬ (095) 825－4151 
決算取締役会開催日 平成16年5月24日 中間配当制度の有無   有 
定時株主総会開催日 平成16年6月29日 単元株制度採用の有無  有（１単元1,000株） 
親会社名 株式会社福岡シティ銀行（コード番号：8539） 親会社における当社の株式保有比率 84.5％ 
 
１．１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
(1) 経営成績 

 経常収益 経常利益 当期純利益 
 
16年3月期 
15年3月期 

          百万円      ％ 
        7,586  (     3.7 )
        7,318 (  △11.9 )

          百万円      ％ 
     △ 4,580  (      － )
     △ 4,703 (      － )

          百万円      ％ 
     △ 5,904  (      － )
     △ 3,955 (      － )

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

経常収支率 預金残高 

 
16年3月期 
15年3月期 

        円  銭 
   △ 134   66    
   △  91   18 

        円  銭 
       － 
       － 

             ％ 
       △ 79.5 
       △ 49.0 

             ％ 
         160.4 
         164.3 

         百万円 
    253,739 
    244,887 

(注)①期中平均株式数      16年3月期  43,847,736株     15年3月期 43,378,214株 
②会計処理の方法の変更   無 
③経常収支率＝経常費用／経常収益×100 
④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
16年3月期 
15年3月期 

円  銭
     0   00 
     0   00 

円  銭 
     0   00 
     0   00 

円  銭
     0   00 
     0   00 

           百万円 
     － 
     － 

         ％ 
    － 
    － 

         ％ 
    － 
    － 

 
 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
自己資本比率
（国内基準）

 
16年3月期 
15年3月期 

         百万円 
268,239 
258,215 

         百万円 
      8,557 
      6,293 

            ％ 
          3.2 
          2.4 

            円  銭 
           65   66 
  145   09 

          ％ 
      7.21 
      5.25 

(注)①期末発行済株式数   16年3月期  130,324,256株   15年3月期 43,374,347株 

②期末自己株式数    16年3月期   161,744株   15年3月期   155,653株 
 
(4) キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
16年3月期 
15年3月期 

              百万円 
          9,366 
      － 

              百万円
            640 
      － 

              百万円
          7,966 
      － 

              百万円
         31,070 
      － 

 
２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 経常収益 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 
中間期 
通 期 

           百万円 
       3,800 
       7,600 

         百万円 
       200 
       330 

       百万円 
     160 
     330 

   円 銭 
  0   00 
――― 

   円 銭 
――― 
  0   00 

   円 銭 
――― 
  0   00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 2円52銭 

※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、本資料の４頁をご参照ください。 
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１．企業集団の状況 

（１）企業集団の事業の内容 

   企業集団は、親会社の株式会社福岡シティ銀行、当行、子会社の株式会社長

崎総合リース、株式会社ながさきバンクカードで構成され、銀行業務を中心と

した金融サービスに係る事業を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当行の企業集団は上記のようになりますが、株式会社長崎総合リース、株式会

社ながさきバンクカードの2社の資産基準、売上高基準、利益基準、利益剰余金

基準について検討の結果、重要性が低下したことから平成15年9月中間期より連

結対象外としており、平成16年3月期についても連結財務諸表等は作成しており

ません。 
 

２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

   当行は大正元年11月に創業以来、地域の金融機関として、お客様のご繁栄、

地域社会の発展に奉仕することを使命として、「お客さま第一主義」のもと地

域のみなさまとの信頼を築きながら着実に歩み続けてまいりました。 

平成13年3月には株式会社福岡シティ銀行との経営統合に合意し、長崎県内を

中心とした福岡シティ銀行エリアカンパニーとして、リテール分野に特化し、地

域への貢献に努めております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 
   当行は、銀行経営の公共性と健全性の観点から、内部留保の充実に努めるとと

もに、配当につきましても安定配当を基本方針としております。 

しかしながら、平成16年3月期につきましては、繰越欠損金が解消されていな

いことなどから、誠に遺憾ながら引き続き無配とさせていただきます。 
    今後は、現在取り組んでおります経営改善策を着実に履行することで平成16 

年度以降の業績を着実に回復させ、早期復配を目指してまいります。 

 

（３）コーポレート・ガバナンスの状況 

   当行は、業務の健全性及び適切性の維持・向上のため、社外監査役の選任、

親会社である福岡シティ銀行による監査等により、コーポレートガバナンスの

強化に努めております。 

      経営体制につきましては、最高意思決定機関を取締役会とし経営会議、リス

ク管理会議、コンプライアンス委員会等を設置し、重要な業務執行については
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事前に十分に審議のうえで実行しております。さらに、監査役は取締役会を始

めとした重要会議には必ず出席し、取締役の業務執行状況の監査を行っており

ます。今後につきましても、これら会議の機能強化に努め実効性を高めてまい

ります。 

    

３．経営成績 
（１）金融経済環境   

当期におけるわが国経済は、アジア向けを中心とした輸出の増加等を要因と

して、生産、設備投資が拡大し、企業収益も増加を続けています。また、個人

消費もやや強めに推移するなど、景気は緩やかな回復を続けています。 

一方、長崎県の経済は、引き続き厳しい状況にありますが、生産活動が受注

の増加から全体として堅調な推移となっており、景気は持ち直しの動きが続い

ています。 

金融情勢につきましては、日本銀行による量的金融緩和政策の継続により、

短期金利は、低水準の推移となりましたが、長期金利は、景気の緩やかな回復

や株価の回復などから1％台半ばに上昇しました。 

   このような金融経済情勢の中、当行は個人・法人のリテール分野を中心とし 

た営業推進に引き続き取り組む一方で、店舗合理化等経営全般の合理化・効率 

化に努めてまいりました。この結果、平成16年3月期の経営成績は以下のとおり 

となりました。 

 

（２）当期の業績 

     ① 預金 

     預金は、個人預金を中心とした安定的預金増強のため積極的な営業活動 

を行いました結果、当期末の預金残高は、前期比88億円増加し、2,537億円

となりました。特に個人預金残高は、前期比123億円増加し、2,097億円とな

りました。 

 

    ② 貸出金 

     貸出金は、リテール部門を中心に個人・中小零細企業の資金需要に積極

的に対応を行ってまいりました結果、個人ローン残高は前期比158億円の大

幅増加となりました。しかし、一方で資産内容の健全化を図るため不良債

権の最終処理を促進したことから、当期末の貸出金残高は前期比7億円増加

し、1,998億円となりました。 

 

③ 損益状況 

損益状況は、厳しい経済環境・金融環境のもとで、効率的な資金の調達・

運用に努めるとともに、経営全般の合理化・効率化に取り組んでまいりまし

た結果、コアの業務純益が5年前と比較し約5割の増加となるなど収益性は着

実に強化されております。 

一方、当期利益は、本年10月に合併し誕生する西日本シティ銀行グループ

のエリアカンパニーにふさわしい盤石な経営基盤を構築するために、将来起

こりうるリスクを再検証し、資産内容を万全なものとするため、平成16年3

月期において「資産査定の一層の厳格化による引当強化」「将来利益の保守

的見積もりによる繰延税金資産の計上」等を行ったことから、当期純損失59

億円の計上となりました。 

  

   【経常収益】  
      経常収益は、貸出金利息及び役務取引等収益で3億円の増加があったもの 

の、有価証券利息配当金及びその他業務収益の減収等から、前期比2億円増 

加し75億円となりました。 

 

   



                                    長崎銀行 - 4 -

  【経常利益、当期純利益】  

          景気低迷の長期化などから取引先を取り巻く環境は依然として厳しく、 

また、構造的デフレ経済下、地価は下げ止まらない状況にあります。 

     このような状況の下、将来リスクへの備えを万全なものとするため、不

良債権に対する引当強化等による抜本的処理60億円並びに繰延税金資産の

取崩し16億円を行いました。 
      この結果、経常損失は45億円、当期純損失は59億円となりました。 
     

【コア業務純益】  
         コア業務純益については、リテール部門を中心とした推進効果による貸 

出金利息の増加及び経営効率化による経費削減などから、前期比1億円増加 

し14億円となりました。     

     

【自己資本比率】  

         平成16年3月末の自己資本比率は、本年3月に財務基盤の強化を目的とし

た80億円の第三者割当増資等により7.21%となり、平成15年9月末比2.44

ポイント改善しております。 

   

（３）平成17年3月期の見通し        
     平成17年3月期は、引き続きリテール部門を中心とした営業基盤の拡大と経 

営全般の合理化・効率化などに取り組み、経常収益76億円、当期純利益3億円 

を見込んでおります。 

なお、上記の見通しは、経営環境の変化等により変動する可能性があること 

にご留意下さい。 
 

４．今後対処すべき課題 
    金融機関を取り巻く環境は、会計制度・金融制度等改革の進展、不良債権最終

処理の促進、ペイオフ完全解禁等、今後一層の厳しさが予想されます。 

このような経営環境の中、当行は、平成13年3月に福岡シティ銀行と経営統合以

来、福岡シティ銀行から経営のノウハウや独自性の高いリテールビジネスモデルの

提供を受けるなどして同行との連携を強化し、全役職員が一丸となって経営の抜本

的改革に取り組んでおります。その結果、当行の営業力は飛躍的に向上し、個人ロ

ーン残高はこの5年間で300億円近く増加するなど、リテールを核とする当行の収益

力は大きく向上しております。 

また、店舗については福岡県内店舗10ヵ店の営業譲渡を始めこの5年間で16ヵ店

を統廃合し、人員並びに人件費については約4割（212名、16億円）を経費について

は3割以上（22億円）を削減するなど、徹底した経営合理化も断行しております。   

このように、全ての業務について壁を作ることなく経営改革を進めてきたことに

より、平成16年3月期のコア業務純益は14億円と、5年前と比較して5割近く増加し、

リテール分野への集中的な経営資源の投入と徹底した経営合理化の成果は、着実に

上がっております。 

親会社である福岡シティ銀行は平成16年10月に西日本銀行と合併し、西日本シテ

ィ銀行として新たな一歩を踏み出そうとしています。当行も、西日本シティ銀行グ

ループのエリアカンパニーとして、共に新たな一歩を踏み出すことを決意し、平成

16年3月期に増資により財務基盤を強化し、さらに不良債権等の抜本的処理を実施

しました。これにより当行の財務体質と資産内容は大幅に改善し、平成16年度以降

の業績回復は確実であると確信しております。 

今後についても、西日本シティ銀行グループのエリアカンパニーとして、リテー

ル分野に特化した営業スタンスをさらに強化するとともに、信用リスク管理態勢の

強化、内部管理態勢の強化、ローコスト経営の徹底による盤石な経営基盤を構築し、

長崎県内を中心とした円滑な資金供給に努め、地域金融機関としての役割をさらに

発揮してまいります。 



                                                            株式会社 長 崎 銀 行
（単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

39,059         253,739        

現 金 4,638          4,486          

預 け 金 34,421         46,974         

24             528            

商 品 国 債 24             553            

28,186         195,935        

国 債 23,103         2,899          

社 債 3,087          2,359          

株 式 1,995          2,299          

199,880        2,299          

割 引 手 形 3,064          923            

手 形 貸 付 18,230         32             

証 書 貸 付 167,142        19             

当 座 貸 越 11,441         622            

1,102          209            

未 決 済 為 替 貸 49             0

前 払 費 用 5              1              

未 収 収 益 246            37             

そ の 他 の 資 産 801            341            

6,651          1,081          

土 地 建 物 動 産 5,972          1,297          

保 証 金 権 利 金 678            259,682        

1,973          

1,297          9,119          

△ 9,936       3,999          

3,999          

△ 6,161       

6,161          

当 期 純 損 失 5,904          

1,592          

38             

△ 33          

8,557          

268,239        268,239        

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

当 座 預 金

普 通 預 金

借 用 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

貸　  借　  対　  照　  表

平成１６年３月３１日現在

現 金 預 け 金

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

預 金

科　　　　　目 科　　　　　目

資 本 の 部 合 計

負債及び資本の部合計

借 入 金

そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借

未 払 法 人 税 等

従 業 員 預 り 金

給 付 補 て ん 備 金

未 払 費 用

自 己 株 式

資 産 の 部 合 計

そ の 他 の 負 債

再評価に係る繰延税金負債

資 本 剰 余 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（　資　本　の　部　）

退 職 給 付 引 当 金

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

前 受 収 益

そ の 他 の 預 金

そ の 他 資 産

貸 倒 引 当 金

資 本 準 備 金

株 式 等 評 価 差 額 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

当 期 未 処 理 損 失

土 地 再 評 価 差 額 金
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

  ３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に

基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却

原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

 ４．動産不動産の減価償却は、定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

        建 物    10年～50年 

        動 産    3年～20年 

  ５．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。 

 ６．新株発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

 ７．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 ８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

    破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上

しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に

係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の

一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

   なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 

    16,117百万円であります。 

 ９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

   また、会計基準変更時差異（1,050百万円）については、15年による按分額を費用処理しております。 

  当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成16年2月25日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受けております。 

  これに伴い、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）

第47-2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産

を消滅したものとみなして処理しております。 

  当期末における返還相当額は、1,518百万円となっております。 

１０．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１１．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

      ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。 

１２．支配株主に対する金銭債権総額      6,017百万円 
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１３．支配株主に対する金銭債務総額         58百万円 

１４．動産不動産の減価償却累計額          2,683百万円 

１５．動産不動産の圧縮記帳額                    320百万円 

１６．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機及びその周辺機器の一部についてはリース契約により使用

しております。 

１７．貸出金のうち、破綻先債権額は1,852百万円、延滞債権額は16,135百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

１８．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は46百万円であります。 

      なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破

綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

１９．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は9,287百万円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３

カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

２０．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は27,322百万円であります。 

   なお、１７．から２０．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２１．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商

業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は3,064百万

円であります。 

２２．担保に供している資産は次のとおりであります。 

   為替決済や公共料金収納取扱等の担保として、定期預け金4百万円及び有価証券8,784百万円を差し入れておりま

す。 

２３．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日  平成10年3月31日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法    土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第

119号）第2条第4号に定める地価税法（平成3年法律第69号）第1

6条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行って算出 

    同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後

の帳簿価額の合計額との差額    2,159百万円 

２４．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金2,000百万円が含ま

れております。 

２５．１株当たりの純資産額    65円66銭 
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２６．商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、1,631百万円であります。 

２７．商法施行規則第92条に規定する「貸借対照表上の純資産額から新株式払込金（又は新株式申込証拠金）、土地再

評価差額金及び株式等評価差額金の合計額を控除した額」から「資本金、資本準備金及び利益準備金の合計額」を

差し引いた資本の欠損の額は6,194百万円であります。 

２８．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「社債」「株式」

「その他の証券」のほか、「商品有価証券｣が含まれております。以下３１．まで同様であります。 

   売買目的有価証券 

 

 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

 

  

    

     

     

     

     

    なお、上記の評価差額から繰延税金負債26百万円を差し引いた額38百万円が、「株式等評価差額金」に含まれて

 おります。   

２９．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

                                            

                                            

                                            

３０．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

           内容         貸借対照表計上額 

  子会社・子法人等株式及び関連会社株式 

        子会社・子法人等株式         0百万円                            

  その他有価証券 

        非上場株式(店頭売買株式を除く)  326                                 

３１．その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

３２．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、33,997百

万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが7,111百万円あります。 

   なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を

貸借対照表計上額 24百万円

当期の損益に含まれた評価差額 △  0百万円

 
取 得 原 価 

貸借対照表 

計 上 額 
評 価 差 額 

う ち 益 う ち 損 

株 式    1,361百万円    1,669百万円      308百万円   449百万円  140百万円 

債 券   26,433   26,190    △242  56  299 

国 債   23,358 23,103    △254  29  283 

社 債    3,075    3,087 11    27   15 

合 計   27,795 27,860       65 505  440 

売 却 額 売 却 益 売 却 損 

16,797百万円 250百万円 55百万円 

 
1 年 以 内 

1 年 超 

5 年 以 内 

5 年 超 

1 0 年 以内 
1 0 年 超  

債 券 372百万円 9,242百万円 4,737百万円 11,837百万  

国 債      22 6,991   4,252  11,837  

社 債   350 2,251 485       -  

合 計   372 9,242 4,737  11,837  
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徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応

じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 



 (単位：百万円)

7,586     

6,732     

貸 出 金 利 息 6,521

有 価 証 券 利 息 配 当 金 209

コ ー ル ロ ー ン 利 息 0

預 け 金 利 息 0

そ の 他 の 受 入 利 息 0

461       

受 入 為 替 手 数 料 176       

そ の 他 の 役 務 収 益 284       

151       

国 債 等 債 券 売 却 益 151       

国 債 等 債 券 償 還 益 0

241       

株 式 等 売 却 益 98        

そ の 他 の 経 常 収 益 143       

12,167    

435       

預 金 利 息 391

借 用 金 利 息 43

そ の 他 の 支 払 利 息 0

908       

支 払 為 替 手 数 料 32        

そ の 他 の 役 務 費 用 876       

54        

商 品 有 価 証 券 売 買 損 0

国 債 等 債 券 売 却 損 54        

国 債 等 債 券 償 還 損 0

4,684     

6,084     

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6,016     

株 式 等 売 却 損 1

株 式 等 償 却 0

そ の 他 の 経 常 費 用 65        

4,580     

そ の 他 業 務 費 用

経 常 損 失

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

経 常 費 用

経 常 収 益

科　　　　　　目

   株式会社 長 崎 銀 行

そ の 他 経 常 収 益

損　 　益　 　計　 　算　 　書

平成１５年　４月　１日から
平成１６年　３月３１日まで

金　　　　　　額
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610       

23

24        

562       

571       

527       

43        

4,541     

16        

1,347     

5,904     

672       

415       

6,161     

注１.　 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。                 
  ２．  支配株主との取引による収益総額　　０百万円
  　　  支配株主との取引による費用総額　４２百万円
  ３.   １株当たりの当期純損失金額    １３４円６６銭
  ４.   「その他の特別利益」には、厚生年金基金代行返上に伴う利益５６１百万円を含んでおります。
　５．　「その他の特別損失」は、資産の自己査定基準に基づく所有土地の償却額であります。

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

当 期 未 処 理 損 失

当 期 純 損 失

前 期 繰 越 損 失
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                 (単位：円)

金        額

6,161,440,786

3,999,976,000

3,999,976,000

2,161,464,786             

資 本 準 備 金 取 崩 額

次 期 繰 越 損 失

第１０１期  損失処理計算書案

科          目

当 期 未 処 理 損 失

損 失 処 理 額
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     株式会社 長 崎 銀 行
（単位：百万円）

科                       目 金                額
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    ―――――――――――
税引前当期純損失 4,541                     
減価償却費 154                       
貸倒引当金の増減（△）額 △ 1,804                  
退職給付引当金の増減（△）額 △ 307                    
資金運用収益 △ 6,732                  
資金調達費用 435                       
有価証券関係損益（△） △ 195                    
為替差損益（△） 0
動産不動産処分損益（△） 503
貸出金の純増（△）減 △ 703                    
預金の純増減（△） 8,852                     
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 72                     
預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 2,553                     
コールローン等の純増（△）減 5,000                     
資金運用による収入 6,723                     
資金調達による支出 △ 359                    
その他 △ 36                     
小計 9,467                     
法人税等の支払額 △ 101                    
営業活動によるキャッシュ・フロー 9,366                     

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー    ―――――――――――
有価証券の取得による支出 △ 21,814                 
有価証券の売却による収入 17,007                    
有価証券の償還による収入 5,151                     
動産不動産の取得による支出 △ 102                    
動産不動産の売却による収入 389                       
その他 8                         
投資活動によるキャッシュ・フロー 640                       

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー    ―――――――――――
株式の発行による収入 7,967                     
自己株式の取得による支出 △ 0                      
財務活動によるキャッシュ･フロー 7,966                     

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 0                      
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 17,973                    
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 13,097                    
Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 31,070                    
注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　２．「現金及び現金同等物」は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預
　　け金であります。
　３．「現金及び現金同等物」の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次
    のとおりであります。
　　  現金預け金勘定　　　　　　　　　　３９,０５９百万円
　　  日銀預け金以外の預け金        △　　７,９８８百万円
      現金及び現金同等物　　　　　　　　３１,０７０百万円

キャッシュ・フロー計算書

平成１５年　４月　１日から
平成１６年　３月３１日まで
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株式会社　長 崎 銀 行
（単位：百万円）

会計期間別
当 会 計 期 間 末 前 会 計 期 間 末

科    目
（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 39,059 23,639 15,420          

コ ー ル ロ ー ン -               5,000 △ 5,000        

商 品 有 価 証 券 24 10 14              

有 価 証 券 28,186 28,155 31              

貸 出 金 199,880 199,176 704             

そ の 他 資 産 1,102 996 106             

動 産 不 動 産 6,651 7,621 △ 970          

繰 延 税 金 資 産 1,973 3,645 △ 1,672        

支 払 承 諾 見 返 1,297 1,712 △ 415          

貸 倒 引 当 金 △ 9,936 △ 11,741 1,805           

資 産 の 部 合 計 268,239 258,215 10,024          
（ 負 債 の 部 ）
預 金 253,739 244,887 8,852           
借 用 金 2,299 2,372 △ 73           
そ の 他 負 債 923 921 2               
退 職 給 付 引 当 金 341 649 △ 308          
再評価に係る繰延税金負債 1,081 1,379 △ 298          
支 払 承 諾 1,297 1,712 △ 415          
負 債 の 部 合 計 259,682 251,922 7,760           
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 9,119           5,120           3,999           
資 本 剰 余 金 3,999           3,167           832             
利 益 剰 余 金 △ 6,161        △ 3,840        △ 2,321        
当 期 未 処 理 損 失 6,161           3,840           2,321           
当 期 純 損 失 5,904           3,955           1,949           

土地再評価差額金 1,592           2,007           △ 415          
株式等評価差額金 38              △ 129          167             
自 己 株 式 △ 33           △ 32           △ 1            
資 本 の 部 合 計 8,557           6,293           2,264           
負債及び資本の部合計 268,239         258,215         10,024          
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比　　較

比較貸借対照表（主要内訳）
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株式会社　長 崎 銀 行
(単位：百万円）

会計期間別

科　　目
自　平成15年4月 1日
至　平成16年3月31日

自　平成14年4月 1日
至　平成15年3月31日

経 常 収 益 7,586     7,318     268       

資 金 運 用 収 益 6,732     6,487     245       

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 6,521     ) ( 6,248     ) ( 273       )

(うち有価証券利息配当金) ( 209       ) ( 238       ) ( △ 29     )

役 務 取 引 等 収 益 461       400       61        

そ の 他 業 務 収 益 151       270       △ 119    

そ の 他 経 常 収 益 241       160       81        

経 常 費 用 12,167    12,021    146       

資 金 調 達 費 用 435       417       18        

( う ち 預 金 利 息 ) ( 391       ) ( 414       ) ( △ 23     )

役 務 取 引 等 費 用 908       554       354       

そ の 他 業 務 費 用 54        248       △ 194    

営 業 経 費 4,684     4,858     △ 174    

そ の 他 経 常 費 用 6,084     5,942     142       

経 常 損 失 4,580     4,703     △ 123    

特 別 利 益 610       472       138       

特 別 損 失 571       201       370       

4,541     4,432     

16        113       △ 97     

1,347     △ 589    1,936     

5,904     3,955     

(△ は 前 期 繰 越 損 失 )

415       30        385       

 中 間 （当 期）未処分利益 6,161     3,840     2,321     

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

1,949     

84        △ 672    △ 756    

比　　　　較

比較損益計算書（主要内訳）

109       

当会計期間 前会計期間

税 引 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

土地再評価差額金取崩額

当 期 未 処 理 損 失

当 期 純 損 失

前 期 繰 越 利 益

- 15 - 長崎銀行



株式会社　長 崎 銀 行
(単位：百万円）

会計期間別
当会計期間  　 前会計期間

科　　目
自　平成15年4月 1日
至　平成16年3月31日

自　平成14年4月 1日
至　平成15年3月31日

6,161     3,840     2,321     

3,999     3,167     832       

3,999     3,167     832       

2,161     672       1,489     

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

次 期 繰 越 損 失

比　　　　較

比 較 損 失 処 理 計 算 書 案

当 期 未 処 理 損 失

損 失 処 理 額

資本準備金取崩額
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（ 添 付 資 料 ） 

 

株式会社 長崎銀行 

 

 

役員の異動について 

 

（平成 16 年 6 月 29 日） 

 

 

（１）新任監査役候補 

 

    非常勤監査役  西 田 正 治 （現  株式会社 福岡シティ銀行 出向 

                      株式会社 西日本銀行 理事事務本部 

副本部長兼証券国際本部副本部長） 

 

 

（２）退任予定監査役 

 

    非常勤監査役  立 川  福 夫 

 

 

   新任監査役の履歴については、次葉のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                      長崎銀行 
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新 任 役 員 略 歴 等 

 

 

氏  名  西 田  正 治 （にしだ まさはる） 

 

生年月日  昭和 22 年 8 月 21 日 

 

出 身 地  福  岡  県 

 

学  歴  九 州 大 学  文 学 部 

 

略  歴  昭和 46 年 4 月 

 

      昭和 58 年 8 月 

 

      昭和 60 年 8 月 

 

      平成  5 年 8 月 

 

      平成  9 年 1 月 

 

      平成  9 年 3 月 

 

            平成 11 年 7 月 

 

      平成 14 年 6 月 

 

      平成 15 年 7 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 福岡シティ銀行入行 

 

同 日明支店長 

 

同  国際グループ課長 

 

同 ニューヨーク支店長 

 

同 国際グループ課長 

 

同 東京事務所 副部長 

 

同 企画部長 

 

同 執行役員 監査部長 

 

同 出向 株式会社 西日本銀行 

理事事務本部副本部長兼証券国際本部副本部長 

 

 

  

 



平成16年3月期決算説明資料

株 式 会 社   長 崎 銀 行
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Ⅰ.決算の概況

１．損益状況

【単体】 　　　　　（百万円，％）

１５年３月期 増減率

１５年３月期比

1 5,946       9            5,937        0.15

  除く国債等債券損益【コア業務粗利益】 2 5,849       △66         5,915        △ 1.11

3 6,297       228          6,069        3.75

4 △447       △294        △153        △ 192.15

5 -           -            -            -          

6 97          76           21           361.90

7 4,408       △246        4,654        △ 5.28

8 2,447       △162        2,609        △ 6.20

9 1,768       △72         1,840        △ 3.91

10 191         △13         204          △ 6.37

11 1,538       256          1,282        19.96

  除く国債等債券損益【コア業務純益】 12 1,441       181          1,260        14.36

13 107         △1,273      1,380        △ 92.24

14 1,430       1,528        △98         1,559.18

15 97          76           21           361.90

16 △6,010     △1,406      △4,604      △ 30.53

17 96          1,004        △908        110.57

18 5,908       2,316        3,592        64.47

貸 出 金 償 却 19 -           -            -            -          

個 別 貸倒引当金純繰入額 20 5,908       2,316        3,592        64.47

買 取 機 構 宛 債 権 売 却 損 21 -           -            -            -          

バ ル ク セ ー ル 売 却 損 22 -           -            -            -          

債権売却損失引当金繰入額 23 -           -            -            -          

取 引 先 支 援 損 24 -           -            -            -          

特定債務者支援引当金繰入額 25 -           -            -            -          

特定海外債権引当勘定繰入額 26 -           -            -            -          

そ の 他 の 債 権 売 却 損 等 27 -           -            -            -          

29 △4,580     123          △4,703      2.61

30 39          △231        270          △ 85.55

31 △503       △570        67           △ 850.74

動 産 不 動 産 処 分 益 32 23          △61         84 △ 72.61

動 産 不 動 産 処 分 損 33 527         511          16           3,193.75

34 △4,541     △109        △4,432      △ 2.45

35 16          △97         113          △ 85.84

36 1,347       1,936        △589        328.69

37 △5,904     △1,949      △3,955      △ 49.27

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

うち国債等債券損益（５勘定尻）

経 常 利 益

１６年３月期

業 務 粗 利 益

特 別 損 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

人 件 費

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

特 定 取 引 利 益

そ の 他 業 務 利 益

業 務 純 益（一般貸倒繰入前）

物 件 費

税 金

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

臨 時 損 益

うち株式等損益（３勘定尻）

う ち 不 良 債 権 処 理 額

う ち 不 動 産 売 却 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

業 務 純 益
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２．業務純益 【単体】 （百万円、％）

１５年３月期

１５年３月期比

業務純益（一般貸倒繰入前） 1,538 256           1,282 

4,238 917 3,321 

業      務      純      益 1,430 1,528 △ 98 

3,941 4,195 △ 254 

３．利鞘 【単体】 （％）

１５年３月期

１５年３月期比

資　金　運　用　利　回（Ａ） 2.72          0.10          2.62          

3.27          0.09          3.18          

0.75          △0.06        0.81          

資　金　調　達　原　価（Ｂ） 1.92          △0.21        2.13          

0.15          △0.02        0.17          

1.84          1.63          0.21          

総資金利鞘   （Ａ）－（Ｂ） 0.80          0.31          0.49          

４．有価証券関係損益 【単体】 （百万円）

１５年３月期

１５年３月期比

97 76            21 

151 △118         269 

0 0 0 

54            45            9             

-             -             -             

-             △ 238 238           

96 1,004 △908         

98 82            16            

1 1 0

0 △925         925           

１６年３月期

１６年３月期

売却益

国 債 等 関 係 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ）

（３）

 （イ） 貸 出 金 利 回

（１）

（１）

（２）

 （ロ） 有 価 証 券 利 回

   職 員 １ 人 当 た り（千円）

株 式 等 損 益 （ ３ 勘 定 尻 ）

売却益

償還益

売却損

償還損

償却

（２）

 （イ） 預 金 等 利 回

１６年３月期

償却

売却損

   職 員 １ 人 当 た り（千円）

 （ロ） 外 部 負 債 利 回
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５．自己資本比率 

【単体】

(１) 自己資本比率 （％） 7.21 % 2.44 % 1.96 % 4.77 % 5.25 %

(２) Ｔｉｅｒ  Ⅰ 6,925 3,131 2,639 3,794 4,286

(３) Ｔｉｅｒ  Ⅱ 4,163 369 △ 123 3,794 4,286

  (イ) 一般貸倒引当金 960 △ 32 △ 60 992 1,020
  (ロ) 再評価差額金の45%相当額 1,203 △ 250 △ 321 1,453 1,524
  (ハ) 負債性資本調達手段 2,000 652 259 1,348 1,741

     (イ)～(ハ)  計 4,163 369 △ 123 3,794 4,286

(４) 控除項目 -        -        -        -        -        
（他の金融機関の資本調達手段の

  意図的な保有相当額）

(５) 自己資本 (２)+(３)-(４) 11,088 3,499 2,516 7,589 8,572

(６) リスク・アセット等 153,610 △ 5,237 △ 9,650 158,847 163,260

６．ＲＯＥ 【単体】

１５年３月期

１５年３月期比

17.71      17.71      -          

-          -          -          

１６年３月期

業務純益ベース

当期利益ベース

（％）

（百万円）

15年9月末 15年3月末16年3月末

15年9月末比 15年3月末比
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Ⅱ.貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況 

【単体】

破 綻 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３ ヶ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

合 計

（ 部 分 直 接 償 却 額 ）

破 綻 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３ ヶ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

合 計

２．貸倒引当金等の状況 

【単体】

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

３．リスク管理債権に対する引当率 

【単体】

４．金融再生法開示債権 

【単体】

（部分直接償却額）

不良債権比率 18.85    13.60     △4.27   △5.25   17.87      

部分直接償却…12年3月末より実施

(7,256) (9,715) (8,861)

3,839      △2,218    
15年3月末比

(百万円)

△5.34   

リ
ス
ク
管
理
債
権 (16,117) (6,402)

8.07       △2.92     

16,135     
46         
9,287      
27,322     

10.99      
1.93       2.04       

4.64       △0.39     △1.39     5.03       

△1.01     

17.98      19.00    

0.02       
6.03       

△6        

16年3月末

15年9月末比

△1,987    1,852      

15年9月末 15年3月末

△5,742    

△8,458    
△723      

21,877     △5,392    

△2,728    
35,780     
10,010     

△10,532   

52         

199,176  704      

37,854     

△195      

198,946    

4,070      
21,527     
241        
12,015     

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 934      

貸
出
金
残
高
比

0.02       0.00

13.66     △4.32   

0.92       

16年3月末 15年9月末 15年3月末

199,880    

△0.10     
△2.73     
△1.12     

（％）

10.80      
0.12       

15年3月末比

(百万円)

3,005      
貸倒引当金 9,936      △1,707    △1,805    11,643     11,741     

15年9月末比

-          

3,567      
6,261      △2,376    △1,913    8,637      8,174      
3,675      670        108        

-        

特定債務者支援引当金 -         -        -        -          -        

-         -        -        

債権売却損失引当金 -         -        -        -          -        

（％）

16年3月末 15年9月末 15年3月末

15年9月末比 15年3月末比

部分直接償却前 59.97      13.03      15.87      
部分直接償却後 36.36     3.82     5.35     

16年3月末 15年9月末 15年3月末

46.94      44.10      
32.54      31.01    

15年9月末比 15年3月末比

部分直接償却…12年3月末より実施

(百万円、％)

△5,744    △3,862    
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 6,356      △1,981    △3,722    8,337      10,078     

17,460     15,578     
要管理債権 9,334      △729      △2,922    10,063     12,256     
危険債権 11,716     

合　　計 27,407     △8,454    △10,506   
(16,117) (6,402) (7,256) (9,715)

35,861     37,913     
(8,861)

164,783    163,207    
200,645    201,120    

正常債権 174,037    
総与信 201,445    800        325        

9,254      10,830     
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５．金融再生法開示債権の保全状況 

【単体】

金融再生法開示債権額(A)

貸倒引当金
特定債務者引当金
担保保証等

６．業種別貸出状況等 

①業種別貸出金【単体】

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
電気･ガス･熱供給･水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業
卸 売 ･ 小 売 業
金 融 ･ 保 険 業
不 動 産 業
各 種 サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
そ の 他
（注）平成14年3月7日付総務省告示第139号により「日本標準産業分類」が改訂され、同年10月1日から適用されて
    おります。

②業種別リスク管理債権【単体】

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
電気･ガス･熱供給･水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業
卸 売 ･ 小 売 業
金 融 ･ 保 険 業
不 動 産 業
各 種 サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
そ の 他

国 内 店 分

国 内 店 分

（除く特別国際金融取引勘定）
199,880     

27,322      
（除く特別国際金融取引勘定）

8,110      
648        
-          

-         
1,410      △106     △111     1,516       1,521     
-          -         -         -           

13,786    10,341      △947     △3,445   11,288      

3,065     
2,840      633       1,293     2,207       1,547     
1,533      △1,100   △1,532   2,633       

5,842     4,546      △1,717   △1,296   6,263       
1,434     1,041      △271     △393     1,312       

-         
-          △12      △52      12          52        
-          -         -         -           

-         
2,845      △3,786   △3,819   6,631       6,664     
-          -         -         -           

-         
1,186      △11      △32      1,197       1,218     
-          -         -         -           

2,702     
13         -         △5       13          18        
1,561      △1,142   △1,141   2,703       

△8,458     △10,532    35,780      37,854      

15年9月末比 15年3月末比

9,172     
73,474      5,593     9,919     67,881      63,555    
11,676      2,676     2,504     9,000       

42,768    38,953      △1,912   △3,815   40,865      

6,774     
27,933      2,651     3,512     25,282      24,421    
4,806      △1,292   △1,968   6,098       

20,225    17,529      △1,911   △2,696   19,440      
2,816      △240     △505     3,056       

△4,595   15,195      16,493    
-          -         -         -           -         

11,898      △3,297   

(百万円)
16年3月末 15年9月末

15年9月末比 15年3月末比

△1,148   △1,352   9,258       9,462     
△127     △201     775         

15年3月末

934         704         198,946     

849       
-         -         -           -         

1,653     
228        △8       27        236         201       
1,571      △34      △82      1,605       

231        

(百万円)
16年3月末 15年9月末 15年3月末

△18      △46      249         277       
3,321     

199,176     

(百万円)
16年3月末 15年9月末 15年3月末

15年9月末比 15年3月末比

△1,880  10,010     
保全額(B) 22,490     △6,537  △7,088  29,027     29,578   

27,407     

△5,208  19,016     

9,886    
-         -        -        -          -        

8,006     △2,004  

19,692   
（％）

保全率(B)／(A) 82.05     1.11     4.03     80.94      78.02    

14,484     △4,532  

△8,454  △10,506 35,861     37,913   
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③消費者ローン残高【単体】

う ち 住 宅 ロ ー ン 残 高

うちその他ローン残高

注．下段は福岡県内店舗を除いた計数

④中小企業等貸出比率【単体】

⑤信用保証協会付き融資【単体】

う ち 特 別 保 証 枠 分

７．預金、貸出金の残高【単体】

注．下段は福岡県内店舗を除いた計数

８．人格別預金の状況【単体】

【期末残高】

流 動 性

定 期 性

流 動 性

定 期 性

流 動 性

定 期 性

流 動 性

定 期 性

流 動 性

定 期 性

注．下段は福岡県内店舗を除いた計数

1,715      △36       

244,887    

246,408    237,404    

15年9月末比 15年3月末比

593        △202      △402      795        995        

12,689     

金 融 機 関 2,272      247        △438      2,025      2,710      

1,679      449        

12,734     △78       45         12,812     

14,709     

1,657      239        △362      1,418      2,019      

公 金 14,391     161        △318      14,230     

1,230      

15年9月末 15年3月末

196,097    198,129    

(百万円)

92.54 92.00

198,946    

　　　（平残） 199,066    937        2,969      

貸出金（末残） 199,880    934        704        

　　　（平残） 248,718    2,310      11,314     

預　金（末残） 253,739    4,142      8,852      

（％）

15,000     

11,247     

15年9月末比 15年3月末比

16年3月末 15年9月末 15年3月末

64,765     58,637     

44,341     49,765     

(百万円)

16年3月末 15年9月末 15年3月末

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 91.94 0.60       △0.06     

15年9月末比 15年3月末比

消 費 者 ロ ー ン 残 高 74,482     9,717      

59,140     9,375      14,799     

15,341     341        1,045      

15年9月末比 15年3月末比

16年3月末

15,845     

(百万円)

16年3月末 15年9月末 15年3月末

14,296     

1,579      

融 資 残 高 10,821     △273      △426      

△520      △1,645    

11,094     

2,704      

16年3月末 15年9月末 15年3月末

(百万円)

199,176    

249,597    

1,059      

15年9月末比 15年3月末比

個 人 209,737    5,912      12,351     203,825    197,386    

30,069     33,777     1,993      3,708      31,784     

167,317    175,959    3,919      8,642      172,040    

法 人 27,338     △2,178    △2,742    29,516     30,080     

19,367     17,790     △1,704    △1,577    19,494     

10,712     9,547      △475      △1,165    10,022     

計 253,739    4,142      8,852      249,597    244,887    

53,172     54,904     977        1,732      53,927     

191,714    198,835    3,165      7,121      195,670    
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Ⅲ.その他追加資料

１．役職員及び営業拠点【単体】

①役職員数 （人）

②営業拠点数

注．下段は福岡県内店舗を除いた計数

２．業績予想【単体】

注．下段は福岡県内店舗を除いた計数

３．有価証券の評価損益【単体】

561        

6,016      △5,116    △704      400        

107        -          △107      -          

900        

△589      

コ ア 業 務 純 益 1,441      1,400      △41       700        11         

1,430      1,400      △30       

前期比

700        

622        

当 期 （ 中 間 ） 純 利 益 △5,904    330        6,234      160        604        

△4,580    

予　　想

3,800      △4        14         

4,910      330        200        

34         0 △1        33         

役 員 数 8          0 0

16年3月末 15年9月末 15年3月末

15年9月末比 15年3月末比

8          8          

15年3月末

15年9月末比 15年3月末比

△21       △22       381        

16年3月末 15年9月末

380        

不 良 債 権 処 理 額

従 業 員 数 359        

16年3月期 16年9月期

7,586      7,600      

（含：一般貸倒引当金繰入額）

15         15         店 舗 外 自 動 設 備 15         0 0

予　　想

経 常 収 益

(百万円)

経 常 利 益

業 務 純 益

実　　績

17年3月期

前中間期比

（か所）

国 内 本 支 店 33         

(百万円)

評価損益 15年9月末比 15年3月末比 評価損益 評価損益

［A］ うち益 うち損 ［A－B］［A－C］ ［B］ うち益 うち損 ［C］ うち益 うち損

- - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -

65 505 440 333 194 △ 268 306 574 △ 129 176 305

株 式 308 449 140 159 428 149 261 111 △ 120 13 133

債 券 △ 242 56 299 175 △ 234 △ 417 45 463 △ 8 162 171

そ の 他 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     

65 505 440 333 194 △ 268 306 574 △ 129 176 305

株 式 308 449 140 159 428 149 261 111 △ 120 13 133

債 券 △ 242 56 299 175 △ 234 △ 417 45 463 △ 8 162 171

そ の 他 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     

15年3月末15年9月末16年3月末

満 期 保 有 目 的

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

合 計
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